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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第３四半期連結
累計期間

第34期
第３四半期連結
累計期間

第33期
第３四半期連結
会計期間

第34期
第３四半期連結
会計期間

第33期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
3月31日

売上高（千円） 9,394,1839,427,4863,428,2883,500,83013,769,062

経常利益又は経常損失(△)

（千円）
△233,452△218,148 293,512 285,192 598,128

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失(△)

（千円）

△543,630△479,249△34,108 87,913 32,127

純資産額（千円） － － 3,768,8153,910,5114,345,616

総資産額（千円） － － 11,804,03011,736,20411,768,118

１株当たり純資産額（円） － － 374.82 388.92 432.19

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額(△)（円）

△56.16 △47.66 △3.39 8.74 3.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 31.93 33.32 36.93

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△720,020△952,076 － － 1,660,832

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△918,368△739,724 － － △560,764

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,086,8051,406,166 － － △1,107,152

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,535,0511,793,9152,079,550

従業員数（人） － － 651 658 648

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりせん。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第33期第３四半期連結累計（会計）期間及び第34期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。また、第34期第３四半期連結会計期間及び第33期については潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額について、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 658 (735)

（注）従業員数は就業人員であり、（　）内は、臨時雇用者（非常勤講師及びパート職員）の人数を外数で記載して

おりますが、非常勤講師の場合は１日当たりの就業時間数を５時間として、またパート職員の場合は１日当

たりの就業時間数を８時間として換算した当第３四半期連結会計期間の平均人数を記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 593 (675)

（注）従業員数は就業人員であり、（　）内は、臨時雇用者（非常勤講師及びパート職員）の人数を外数で記載して

おりますが、非常勤講師の場合は１日当たりの就業時間数を５時間として、またパート職員の場合は１日当

たりの就業時間数を８時間として換算した当第３四半期会計期間の平均人数を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの主たる事業は教育関連事業であるため、該当事項はありません。

(2）受注状況

　当社グループの主たる事業は教育関連事業であるため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　
前年同四半期比（％）　

　

学習塾事業（千円） 2,075,262 105.8

高認・サポート校・通信制高校事業（千円） 1,320,176 98.2

その他の収益事業（千円） 105,391 85.7

合計（千円） 3,500,830 102.1

（注）１．当第３四半期連結会計期間において全セグメントの販売実績に占める「教育事業」の割合が90％を超え

ているため、事業の種類別セグメントに代えて事業部門別の販売実績を記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況　

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部で景気回復の兆しがあるものの、企業収益や雇用環境にも改

善が見られず、個人消費の冷え込みなど、国内経済は依然として厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社グループでは好調な学習塾事業において新規２校・移転４校の設備増強を行い、更なる店

舗網の拡充を図るとともに、経営理念(顧客への貢献・社員への貢献・社会への貢献)に基づく教育の質的向上による

生徒・保護者満足度向上に取り組んでまいりました。

事業部門別の状況としまして、学習塾事業部門におきましては、経済環境の変化や来年度からの公立高校授業料無償

化に伴う当社主力分野である公立志向へのニーズ転換、成績向上を柱とした授業運営、当社強者地域を中心とした出校

・移転効果により、既存校を含め堅調に生徒数が増加しました。その結果、第３四半期末生徒数は過去最高の19,385名

(前年同期比9.8%増)となり、当第３四半期連結会計期間における売上高は20億75百万円(前年同期比5.8%増)となりま

した。

高卒認定・サポート校・通信制高校事業部門におきましては、サポート校コースおよび通信制高校部門の社会人を

対象とした福祉・保育専攻科生の増加は見られたものの、高卒認定コースの新規入学者数の減少により、第３四半期末

生徒数は8,785名(前年同期比1.0%減)となりました。また、売上計上基準の変更および比較的顧客単価の高い高卒認定

コースの生徒数の伸び悩みによる影響により当第３四半期連結会計期間における売上高は13億20百万円(前年同期比

1.8%減)となりました。

その他の収益事業におきましては、幼児教育事業部門、スクールシティ事業部門、キャリアサポート事業部門、健康情

報関連事業部門、テナント賃貸収益および連結子会社の広告代理業の外部売上に係る業績等を計上しており、当第３四

半期連結会計期間における売上高は１億５百万円(前年同期比14.3%減)となりました。

以上の結果として、当第3四半期連結会計期間における業績につきましては、売上高は35億円(前年同期比2.1%増)、営

業利益は３億21百万円(前年同期比5.0%減)、経常利益は２億85百万円(前年同期比2.8%減)、四半期純利益は87百万円

(前年同期は四半期純損失34百万円)となりました。

[売上計上基準変更について]

従来、高卒認定・サポート校・通信制高校事業における施設利用収入については、入金時に売上を計上しておりまし

たが、第1四半期連結会計期間より受講期間に応じて売上を計上する方法に変更しております。

この変更は広域通信制単位制高等学校の生徒数が増加する傾向にあることから、管理システムの見直しを行い、より

適正に収益と費用との対応関係を表示するために行うものであります。

当第3四半期連結累計期間における当該会計処理方法による業績への影響は、従来の方法によった場合と比較して、

連結売上高につきまして2億18百万円減少しております。

なお、当該会計処理方法による業績への影響は当連結会計年度のみの影響となります。また、当該処置は会計上の処

理であり、入金方法の変更を伴うものではないため、資金面での影響はありません。

(2)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、以下に記載のキャッ

シュ・フローにより17億93百万円となり、前第３四半期連結会計期間末に比べて2億58百万円増加しました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は４億１百万円（前年同期は２億59百万円の資金

の減少）であり、これは主に、前受金の減少４億23百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は２億８百万円（前年同期は２億円の資金の減

少）であり、これは主に、有形固定資産の取得による支出24百万円、投資有価証券の取得による支出85百万円、貸付け

による支出26百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は２億９百万円（前年同期は47百万円の資金の減

少）であり、これは主に、短期借入れによる収入７億円、短期借入金の返済による支出７億50百万円、長期借入金の返

済による支出50百万円、社債の償還による支出47百万円、配当金の支払額54百万円によるものであります。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題　

　 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

１．基本方針の内容　　

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、当社企業価値の源泉である当社の教育理念

及び経営理念、多くのステークホルダーとの信頼関係を理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を、中

長期的に確保、向上させ得る者が望ましいと考えております。

もとより、当社取締役会は、当社が上場企業である以上、当社株式等の売買は、当社株主の皆様の判断において

なされるのが原則であり、当社株式等の大規模買付行為が行われる場合においても、その諾否は、最終的には株

主の皆様の自由なご意思により判断されるべきものであると考えており、大規模買付行為を全て否定するもの

ではありません。

しかしながら、当社株式等の大規模買付行為が行われる場合、その目的・手法等から見て会社に回復し難い損

害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主が買付の条件等について検討

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した条

件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に資さない大規模買付行為が行われる可能性も否定できません。

当社は、当社株式等に対してこのような大規模買付行為を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決

定を支配する者として適切でないと考えております。

２．当社の財産の有効活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する取組み

当社は、「顧客への貢献」、「社員への貢献」、「社会への貢献」という経営理念の下、「”社会で活躍できる

人づくり”を実現できる最高の教育機関をめざす」というコーポレートビジョンの具現化のステップとして、

平成20年３月期から平成22年３月期までの中期経営計画を策定しております。具体的には、「学習塾事業」、

「予備校事業」及び「サポート校事業」、「通信制高校事業」並びに「キャリアサポート事業」を通じて、より

一層の経営基盤の強化を図り、株主・顧客・社員にその成果を高いレベルで還元できる企業作りを目指してお

ります。また、事業分野ごとに、教育理念、経営理念に基づき、社会で活躍できる人づくりを目的として、達成目標

と具体的施策を定めております。当社はこれらの施策を実現させることによって、社会的貢献を果たすととも

に、当社の企業価値の向上に努めております。

一方、コーポレートガバナンス充実策の一貫として、平成16年４月より執行役員制度を導入し取締役と連携し

て、企業価値向上を目指し、業績確保・業務改革・顧客満足度やＩＲの視点等にスポットを当て検討し、業務執

行に反映させております。

加えて、平成18年５月に内部統制システム構築の基本方針を定め、コンプライアンス委員会の設置、コンプラ

イアンス基本規程・経営リスク管理規程・社内通報保護規程の制定を行った上で、当社グループのコンプライ

アンスの推進に取り組んでおります。

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

　　　の取組み

当社は、平成19年11月16日開催の当社取締役会において、前述の株式会社の支配に関する基本方針に照らし、

「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「本対応策」といいます）の導入を決議しました。本

対応策は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式等の買付行為、又は結果

として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株式等の買付行為（いずれについてもあらかじめ

当社取締役会が同意したものを除きます。また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いませ

ん。以下、このような買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行おうとする者を「大規模買付

者」といいます。）が行われる場合に、（１）事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報

を提供し、（２）当社取締役会による一定の評価期間が経過した後、または株主意思確認総会を開催する場合に

あっては当該株主意思確認総会終了後に大規模買付行為を開始する、という一定の合理的なルール（以下、「大

規模買付ルール」といいます。）の遵守を大規模買付者に求める一方で、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を著しく損なう大規模買付行為を対抗措置をもって抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

・向上させることを目的とするものです。
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当社の株式等について大規模買付行為が行われる場合には、まず当社取締役会宛に、大規模買付ルールに従う

旨の誓約文言及び以下の内容等を記載した意向表明書を、日本語にて提出を求めます。当社取締役会が意向表明

書受領後、10営業日以内に交付する必要情報リストに基づき、株主の皆様の判断及び取締役会としての意見形成

のために必要かつ十分と考える情報の提供を求めます。次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模

買付者が必要情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式

の買付の場合）又は90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による大規模買付行為の評価、検討、

交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当社取締役会は、独立委員会に対抗措置発動の是非、株主意思確

認総会の要否その他当該大規模買付行為に関連する事項について諮問し、また、弁護士、公認会計士、フィナン

シャル・アドバイザー等の外部専門家の助言を受けながら、独立委員会からの勧告等を最大限尊重した上で、当

社取締役会としての意見をとりまとめます。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する

条件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆様への代替案を提示することもあります。

当社取締役会は、本対応策の適正な運用及び本対応策に関する当社取締役会の恣意的な判断を排除し、その決

定の客観性・合理性を確保するため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役、

又は社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任された委員からなる独立委員会を設置し、対抗措置を発

動するか否か、対抗措置を発動することにつき株主意思確認総会を開催するか否か等の本対応策に係る重要な

判断に際しては、独立委員会に諮問するものとします。

独立委員会は当社取締役会より諮問された事項その他につき、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の毀

損防止の観点から、当該大規模買付行為について、中立的な立場で慎重に評価・検討の上で、当社取締役会に対

し勧告等を行います。なお、当社取締役会は、対抗措置の発動、株主意思確認総会の開催を含む独立委員会に対す

る諮問事項等につき最終的な決定を行うにあたっては、独立委員会の勧告等を最大限尊重いたします。当社取締

役会は、独立委員会の勧告、または株主意思確認総会の決議内容に従い、対抗措置の発動・不発動等の決議を行

います。

当社取締役会が具体的対抗措置として、新株予約権無償割当てをする場合には、新株予約権者は、当社取締役

会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することができるも

のとし、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属する者は行使が認められないという行使条件や、当

該行使条件のため新株予約権の行使が認められない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、対価とし

て当社普通株式を交付することができる旨の取得条項を定めるなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期

間、行使条件等を設けることがあります。また、当社取締役会が具体的対抗措置を発動することを決定した後で

あっても、当該大規模買付者が大規模買付行為もしくはその提案の撤回又は変更を行った場合など対抗措置の

発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告等を十分に尊重した

上で、対抗措置の発動の停止又は変更等を行うことがあります。当社取締役会は、このような決議を行った場合

は、速やかに開示いたします。

本対応策は平成20年６月26日開催の定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）において、出席

株主の皆様の議決権の過半数のご賛同をいただきましたので、本対応策の有効期間は、本定時株主総会終結の時

から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで延長されております。

以降、本対応策の継続については当社の定時株主総会の承認を経ることとします。また、当社取締役会は、法令・

証券取引所規則の改正・解釈の変更や司法判断の動向を踏まえ、独立委員会の承認を得た上で、必要に応じて本

対応策を変更することがあります。

４．各取組みに対する当社取締役の判断及びその判断に係る理由

２．に記載した中期経営計画に基づく取り組みは、当社グループの企業価値を向上させるものであり、また

コーポレートガバナンスの充実・コンプライアンスの徹底に向けての取り組みは、中期事業計画を推進し企業

価値向上を図る上での基盤となるものと考えています。従って、かかる取り組みは上記基本方針に添うものであ

り、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

また、３．に記載した基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配され

ることを防止するための取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるために導入

されたものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に添うものです。特に、本

対応策の継続及び廃止は株主の皆様のご意思に沿うものとなっていること、本対応策は当社の株主総会で選任

された取締役で構成される当社取締役会によりいつでも廃止することができること、対抗措置を発動する際に

は、外部専門家等の助言を得るとともに、独立委員会の勧告等を得て、当社取締役会はこれを最大限尊重するこ

ととし、加えて、株主意思確認総会を開催する場合には、対抗措置発動の是非について株主の皆様のご意思を直

接確認するなど、本対応策には、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続が盛り込まれており、こ

の点からも本対応策が基本方針に沿うものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものではないことが明

らかであります。

(4)研究開発活動

　　　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
 
(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、移転に

ついて完了したものは、次のとおりであります。
　　　

会社名
事業所名

所在地 事業部門 設備の内容
投資金額
(千円)

完了

当社

第一ゼミナール

西田辺校

大阪市

阿倍野区　
　学習塾事業 　教場の移転 24,223平成21年10月

当社

第一ゼミナール

北野田校

堺市

東区　
　学習塾事業 　教場の移転 99,993平成21年10月　

当社

第一ゼミナール

ファロス伊丹教室

兵庫県

伊丹市
　学習塾事業 　教場の移転 9,759平成21年11月　

当社

第一ゼミナール

小阪校

大阪府

東大阪市
　学習塾事業 　教場の移転 117,068平成21年12月　

当社

第一ゼミナール

ファロス喜志教室

大阪府

富田林市
　学習塾事業 　教場の新設 6,352平成21年12月　

当社

第一ゼミナール

ファロス熊取教室

大阪府

泉南郡
　学習塾事業 　教場の新設 14,316平成21年12月　

　　（注）金額には消費税等は含んでおりません。

 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。
 

会社名
事業所名

所在地 事業部門 設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

当社

第一ゼミナール

ファロス六甲道教

室

　

神戸市

灘区

　

　学習塾事業 教場の新設 10,000 － 自己資金
平成21年

12月

平成22年

1月
100

当社

第一ゼミナール

栂美木多校　

堺市

南区　
　学習塾事業 教場の移転 17,500 － 自己資金

平成22年

2月

平成22年

3月
250

当社

第一ゼミナール

高石校

大阪府　　高

石市
　学習塾事業 教場の移転 117,500 － 自己資金

平成22年

7月

平成22年

12月
300

当社

第一高等学院

四谷校

東京都　　千

代田区

　高認・サポ

　ート校事業
教場の移転 40,000 － 自己資金

平成22年

3月

平成22年

3月
200

合計（ 4校） 　 　 　 185,000 －     　 　 850

　（注）１.　完成後の増加能力は、教場の座席数で記載しております。

　　　　２.　金額には消費税等は含んでおりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ウィザス(E04850)

四半期報告書

 8/28



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 44,760,000

計 44,760,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,440,000 10,440,000ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 10,440,000 10,440,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日　

～　

平成21年12月31日　

－　 10,440,000－　 1,299,375 －　 1,517,213

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　　　①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

　　普通株式377,600

 

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）

　　普通株式10,062,100　

　

 

100,621 　同上

単元未満株式 普通株式300 － 　－

発行済株式総数 10,440,000 － －

総株主の議決権 － 100,621 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が22,800株及び自己株式

のうち実質的に保有していない株式1,000株が含まれております。また、「議決権の数（個）」の欄には、同

機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数228個及び自己株式のうち実質的に保有していない株式に係

る議決権の数10個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

株式会社ウィザス

大阪市中央区備後町

３-６-２

ＫＦセンタービル

377,600 － 377,600 3.62

計 － 377,600 － 377,600 3.62

  （注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権の数

10個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含ま

れております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 198 186 210 250 260 246 225 219 228

最低（円） 172 167 176 203 210 218 200 181 186

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,800,964 2,086,586

受取手形及び売掛金 23,470 35,159

授業料等未収入金 365,321 460,569

有価証券 31,812 6,875

教材 57,795 54,898

商品及び製品 25,483 12,874

原材料及び貯蔵品 13,774 12,627

その他 646,439 501,703

貸倒引当金 △27,250 △28,837

流動資産合計 2,937,811 3,142,457

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,766,751 2,484,686

土地 908,271 908,271

その他（純額） 257,662 270,874

有形固定資産合計 ※1
 3,932,685

※1
 3,663,832

無形固定資産

のれん 68,555 87,251

その他 344,640 417,133

無形固定資産合計 413,195 504,385

投資その他の資産

投資有価証券 1,488,890 1,405,659

敷金及び保証金 1,420,165 1,442,033

その他 1,718,918 1,688,974

貸倒引当金 △277,348 △225,714

投資その他の資産合計 4,350,625 4,310,953

固定資産合計 8,696,506 8,479,171

繰延資産 101,885 146,489

資産合計 11,736,204 11,768,118

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 178,041 273,356

短期借入金 2,050,000 750,000

1年内返済予定の長期借入金 197,707 200,832

1年内償還予定の社債 220,800 94,000

未払法人税等 95,776 88,645

前受金 1,896,099 2,866,738

賞与引当金 66,902 213,209

その他 701,143 711,027

流動負債合計 5,406,469 5,197,809

固定負債

社債 664,800 386,000

長期借入金 832,337 979,836
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

退職給付引当金 481,463 496,142

役員退職慰労引当金 329,864 319,538

その他 110,758 43,175

固定負債合計 2,419,223 2,224,692

負債合計 7,825,692 7,422,502

純資産の部

株主資本

資本金 1,299,375 1,299,375

資本剰余金 1,517,213 1,517,213

利益剰余金 1,849,613 2,464,704

自己株式 △146,113 △146,113

株主資本合計 4,520,088 5,135,180

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 122,401 △57,585

土地再評価差額金 △731,978 △731,978

評価・換算差額等合計 △609,577 △789,564

純資産合計 3,910,511 4,345,616

負債純資産合計 11,736,204 11,768,118
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 9,394,183 9,427,486

売上原価 7,717,707 7,756,937

売上総利益 1,676,475 1,670,549

販売費及び一般管理費 ※1
 1,742,012

※1
 1,760,346

営業損失（△） △65,536 △89,796

営業外収益

受取利息 8,382 8,275

受取配当金 10,355 11,286

その他 31,080 33,759

営業外収益合計 49,818 53,321

営業外費用

支払利息 52,568 38,500

持分法による投資損失 12,435 29,382

開業費償却 45,189 45,189

貸倒引当金繰入額 77,468 52,940

その他 30,074 15,660

営業外費用合計 217,734 181,672

経常損失（△） △233,452 △218,148

特別利益

固定資産売却益 － 3,653

保険解約返戻金 1,572 －

その他 － 665

特別利益合計 1,572 4,319

特別損失

固定資産除却損 － 87,948

減損損失 28,214 10,107

投資有価証券評価損 220,245 16,785

持分法による投資損失 － ※2
 148,729

その他 70,520 24,539

特別損失合計 318,980 288,110

税金等調整前四半期純損失（△） △550,859 △501,939

法人税、住民税及び事業税 91,555 91,199

法人税等調整額 △98,784 △113,890

法人税等合計 △7,229 △22,690

四半期純損失（△） △543,630 △479,249
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 3,428,288 3,500,830

売上原価 2,544,238 2,619,857

売上総利益 884,049 880,973

販売費及び一般管理費 ※1
 545,474

※1
 559,475

営業利益 338,575 321,497

営業外収益

受取利息 4,719 3,090

受取配当金 2,510 4,222

その他 4,814 2,534

営業外収益合計 12,044 9,846

営業外費用

支払利息 18,352 13,439

持分法による投資損失 8,301 6,279

開業費償却 15,063 15,063

貸倒引当金繰入額 8,341 9,772

その他 7,049 1,597

営業外費用合計 57,106 46,151

経常利益 293,512 285,192

特別利益

保険解約返戻金 1,572 －

その他 － 292

特別利益合計 1,572 292

特別損失

固定資産除却損 － 64,133

減損損失 3,167 6,503

投資有価証券評価損 134,871 13,455

その他 49,175 21,468

特別損失合計 187,214 105,560

税金等調整前四半期純利益 107,871 179,925

法人税、住民税及び事業税 24,836 38,262

法人税等調整額 117,142 53,749

法人税等合計 141,979 92,011

四半期純利益又は四半期純損失（△） △34,108 87,913
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △550,859 △501,939

減価償却費 420,845 401,846

開業費償却額 45,189 45,189

減損損失 28,214 10,107

のれん償却額 18,696 18,696

貸倒引当金の増減額（△は減少） 74,801 51,006

賞与引当金の増減額（△は減少） △137,627 △146,306

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,840 △14,679

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,286 10,325

受取利息及び受取配当金 △18,738 △19,561

支払利息 52,568 38,500

持分法による投資損益（△は益） 12,435 178,112

投資有価証券評価損益（△は益） 220,245 16,785

売上債権の増減額（△は増加） 90,409 106,937

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,250 △16,653

その他の資産の増減額（△は増加） 105,047 △12,891

仕入債務の増減額（△は減少） △77,662 △95,315

前受金の増減額（△は減少） △1,009,740 △970,639

その他の負債の増減額（△は減少） 7,027 △115,981

その他 13,505 97,209

小計 △673,265 △919,250

利息及び配当金の受取額 28,373 30,844

利息の支払額 △61,015 △38,552

法人税等の支払額 △165,289 △82,589

法人税等の還付額 151,177 57,471

営業活動によるキャッシュ・フロー △720,020 △952,076

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △64,065 △14,093

定期預金の払戻による収入 14,050 14,080

有形固定資産の取得による支出 △782,727 △576,115

無形固定資産の取得による支出 △61,451 △29,755

投資有価証券の取得による支出 △20,181 △113,326

貸付けによる支出 △48,000 △49,000

貸付金の回収による収入 14,681 19,769

その他 29,324 8,716

投資活動によるキャッシュ・フロー △918,368 △739,724
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,972,000 2,600,000

短期借入金の返済による支出 △1,394,000 △1,300,000

長期借入れによる収入 450,000 －

長期借入金の返済による支出 △259,124 △150,624

社債の発行による収入 500,000 490,558

社債の償還による支出 △217,000 △94,400

リース債務の返済による支出 － △4,507

自己株式の売却による収入 165,369 －

自己株式の取得による支出 △1,564 －

配当金の支払額 △128,875 △134,860

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,086,805 1,406,166

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △551,582 △285,634

現金及び現金同等物の期首残高 2,086,634 2,079,550

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,535,051

※1
 1,793,915
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 売上計上基準の変更

従来、高卒認定・サポート校・通信制高校事業における施設利用収入

については、入金時に売上を計上しておりましたが、第１四半期連結会計

期間より受講期間に応じて売上を計上する方法に変更しております。

この変更は広域通信制単位制高等学校の生徒数が増加する傾向にある

ことから、管理システムの見直しを行い、より適正に収益と費用との対応

関係を表示するために行うものであります。

この変更により、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連

結累計期間の売上高、売上総利益がそれぞれ218,644千円減少し、営業損

失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失が218,644千円それぞれ増加

しております。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半

期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は52,062千円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　（四半期連結貸借対照表関係）

１．前第３四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「原材料及び貯蔵品」

は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３

四半期連結会計期間の流動資産の「その他」に含まれる「原材料及び貯蔵品」は13,043千円であります。

２．前第３四半期連結会計期間において、流動負債の「短期借入金」に含めて表示しておりました「1年内返済予定の

長期借入金」及び「その他」に含めて表示しておりました「1年内償還予定の社債」は、表示を明瞭にするために当

第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結会計期間の流動負債の「短期借

入金」に含まれる「1年内返済予定の長期借入金」は360,832千円、「その他」に含まれる「1年内償還予定の社債」

は94,000千円であります。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半

期連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は31,512千円であります。
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【簡便な会計処理】

　　   該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　   該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,339,978千円

であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,086,987千円

であります。

２　保証債務

金融機関との契約に基づく従業員貸付金制度の従

業員借入額に対する債務保証額が2,980千円ありま

す。

２　保証債務

金融機関との契約に基づく従業員貸付金制度の従

業員借入額に対する債務保証額が5,678千円ありま

す。

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は下記のとおりであります。

広告宣伝費

賞与引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

669,693

11,326

3,516

5,527

10,286

千円

千円

千円

千円

千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は下記のとおりであります。

広告宣伝費

賞与引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

640,163

2,418

4,005

7,530

13,653

千円

千円

千円

千円

千円

※２　特別損失に計上した持分法による投資損失は、会計

制度委員会報告第９号「持分法会計に関する実務指

針」第９項なお書き及び会計制度委員会報告第７号

「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務

指針」第32項の規定に基づき、関連会社に係るのれん

相当額を一括償却したことによるものであります。

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は下記のとおりであります。

広告宣伝費

賞与引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

162,291

11,326

3,027

1,763

3,419

千円

千円

千円

千円

千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は下記のとおりであります。

広告宣伝費

賞与引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

217,466

2,418

3,655

2,632

4,936

千円

千円

千円

千円

千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,542,088千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金　
△7,036千円

現金及び現金同等物 1,535,051千円

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,800,964千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金　
△7,048千円

現金及び現金同等物 1,793,915千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　10,440,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　  　 385,083株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月26日

取締役会
普通株式  80,499 8.0平成21年３月31日平成21年６月12日利益剰余金

平成21年11月11日

取締役会
普通株式 55,343 5.5平成21年９月30日平成21年12月４日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年

12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）　

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「教育事業」の割合がいずれも90%超であ

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年

12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）　　

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。　

 

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年

12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

  

（有価証券関係）

 当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

その他有価証券で時価のあるものについて、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、

記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)

　該当事項はありません。　

 

（ストック・オプション等関係）

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 388.92円 １株当たり純資産額 432.19円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 56.16円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 47.66円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純損失（千円） 543,630 479,249

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 543,630 479,249

期中平均株式数（千株） 9,680 10,054

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 3.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 8.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △34,108 87,913

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△34,108 87,913

期中平均株式数（千株） 10,054 10,054
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載を省略しております。

 

２【その他】

　平成21年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額…………………………55,343千円

　（ロ）１株当たりの金額………………………………………5円50銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………平成21年12月４日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２１年２月９日　

株式会社ウィザス   

取締役会　　御中   

 監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　茂彦　　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小山　謙司　　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 生越　栄美子　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ウィザ

スの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウィザス及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）①上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

②四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成22年２月10日　

株式会社ウィザス   

取締役会　　御中   

 有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小山　謙司　　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 生越　栄美子　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ウィザ

スの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウィザス及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第1四半期連結会

計期間より施設利用収入について売上計上基準を変更した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）①上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

②四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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